
準天頂衛星システムの
開発・整備・運用

準天頂衛星７機体制構築及び機能・性能向上と、これに対応した地
上設備の開発・整備等について効率化を図りつつ、着実に実施。

準天頂衛星システムの
利活用の促進

G空間プロジェクトとも連携し、農業、交通、物流など、より多くの分野
における実証事業を通じて、対応受信機の普及支援等も含め、利用
拡大を図る。

新事業・新サービス創
出のための民間資金や
各種支援策

衛星データプラットフォーム（Tellus）の一層の利便性向上、機能向上
に向けた本格的な開発・改良。地域創生ビジネスにも貢献。
来年度から、宇宙セクターの現役・OB人材のベンチャー企業出向の
円滑化等を図る人材プラットフォームの本格運用開始。
政府による積極的な民間サービスの長期購入（アンカーテナンシー）
の推進に向けた検討。
アジア大のビジネスアイデアコンテスト（S-Booster）や投資マッチング
支援（S-Matching）等による、すそ野拡大とベンチャー育成支援。
JAXAと民間事業者等との協業により宇宙イノベーションパートナー
シップ（J-SPARC）の一層の充実。

先進光学衛星・先進
レーダ衛星

先進光学衛星（ALOS-3）・先進レーダ衛星（ALOS-4）の後継機に関
して、様々な政策的視座、利用ニーズ、技術動向、国際協力の在り方、
開発コスト、利用者負担等を考慮し、フィージブルな衛星システムの
オプションを洗い出すことを基本方針として検討を進める。

温室効果ガス観測技術
衛星

１、２号機の観測成果を踏まえつつ、2022年度の打上げに向けて、
「いぶき」３号機の開発を推進。

リモセン衛星・センサ技
術開発

小型・超小型の人工衛星用のセンサ技術の事業化を見据えた研究
開発を民間事業者等との協業により推進。

宇宙状況把握(SSA)
2023年度の着実な運用開始に加え、防衛省による宇宙設置型光学
望遠鏡及びSSAレーザ測距装置導入に向けた取組の実施。国内外
における民間も含めたSSA衛星等の技術動向等を調査。

海洋状況把握（MDA）
政府衛星及び民間衛星の活用を視野に入れた海洋情報の収集に
関する体制や取組を強化。AIS関連技術の調査研究も行う。

情報収集衛星 情報収集衛星10機体制に向けた整備の着実な実施。

早期警戒機能等 ２波長赤外線センサ搭載衛星の打上げ。米国との連携強化。

宇宙ｼｽﾃﾑの機能保証
(Mission Assurance)強化

宇宙システムに関するリスクアセスメントを強化するための調査研究
を実施。量子暗号技術等の動向を踏まえた取組の推進。

JAXAと防衛省の連携強
化

SSAシステム連携や人事交流に加え、防衛省の教育制度検討への
JAXAの助言を含む人材育成に係る取組の連携強化。

宇宙安全保障の確保に
向けたその他の取組

大綱・中期防の決定を踏まえ、防衛省の宇宙領域専門部隊新編を
含む宇宙分野における更なる能力強化（宇宙領域を専門とする職種
の新設、教育の充実、JAXAとの連携）の具体化に向けた検討。
米国とのホステッド・ペイロード協力を含む宇宙安全保障連携の強
化。

宇宙政策委員会 宇宙基本計画の工程表改訂に向けた重点事項（令和元年度）（概要）

Ⅲ 産業・科学技術基盤の強化（国際宇宙探査、宇宙デブリ対策）

（１）衛星データの利用拡大

（２）宇宙機器の国際競争力

射場の在り方に関する
検討

打上げ施設の認定に際し、必要最小限の規制で安全確認を行う等、
事業が円滑に行われるよう必要な取組を実施。

軌道上実証
革新的衛星技術実証プログラムの２号機以降の取組の具体化。
国内民間ロケットの活用等による、低価格・高性能な部品を組み込
んだ小型衛星の軌道上実証支援（SERVISプロジェクト）を実施。

調査分析・戦略立案機
能

関係機関による自発的な調査分析活動と連携、測位衛星システム
等の政策的に今後必要となる分野の調査分析機能の強化

国際協力関連
本年、日本でAPRSAFを開催し、アジア宇宙協力を一層強化。ERIA
との連携強化。SDGsに貢献するため、2020年度中に具体的なパイ
ロット事業を実施。

宇宙科学・探査

JAXAの宇宙科学・探査の着実な実施に向け、プログラム化を進
めるとともに、フロントローディングの対象技術を検討。
DESTINY+（深宇宙）やJUICE（木星）、SLIM（月）、MMX（火星）など
の個別プロジェクトを着実に実施。

国際宇宙ステーション計
画を含む有人宇宙活動

低軌道における2025年以降の我が国の有人宇宙活動の在り方に
ついて、各国の検討状況も注視しつつ、民間活力の積極的な活用
も含めて、国際宇宙探査の計画等を踏まえ、2019年度中に整理。

国際宇宙探査

米国が構想する月近傍の有人拠点（Gateway）について、民間の
活力も十分に活用しつつ、参画に関する方針を年内に決定。小型
月着陸実証機（SLIM）の開発、火星衛星探査計画（MMX）のプロ
ジェクト化の推進。インド等との協力による月極域着陸探査を目指
した検討。

民間事業者の新規参入
を後押しする制度的枠組
み整備

軌道上補償や宇宙資源開発についても国際動向を踏まえつつ、
必要な事業環境について調査・検討。
サブオービタル飛行に関して、関係府省等及び民間事業者による
官民協議会を設置するなど、民間の取組状況や国際動向を踏ま
えつつ、必要な環境整備の検討を加速する。

スペースデブリ対策
宇宙デブリ除去に向けた国際的なルール作りに関する取組と対外
発信を強化。宇宙デブリ除去技術開発の推進。

Ⅱ 宇宙産業の更なる拡大

内閣府宇宙開発戦略推進事務局
令 和 元 年 5 月 2 7 日

Ⅰ 宇宙安全保障の強化

技術試験衛星

９号機による、５G・IoT等の地上システムと連携した次世代ハイス
ループット（大容量通信）衛星実現のための実証実験を2022年度
から実施。また、次々期技術試験衛星（10号機）の検討に向け、
2021年までに技術分野を整理する。

Ｈ３ロケット
厳重なスケジュール管理と必要な資源の投入を図りつつ、着実に
開発を実施し、2020年度に試験機初号機を確実に打ち上げる。

イプシロンロケット 民間移管を前提とした具体的な取組方策を2020年度までに検討。

再使用型宇宙輸送シス
テム

2019年度に再使用型宇宙輸送システムの小型実験機の飛行実験
を実施。併せて、再使用型宇宙輸送システムを実現するにあたっ
ての課題（技術・コスト等）の検討工程を明確化。

（３）基盤整備
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